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１ 県立学校の教育環境の整備を図ります 

２ 「県立高等学校教育推進実施計画（第２期）」に基づき、魅力ある県立高等学校づくりを 

推進します 

３ 東三河地域の特色ある県立高等学校づくりを推進します 

４ 「愛知・つながりプラン２０２３」に基づき、特別支援教育を充実します 

５ 外国人児童生徒等への学習・就労支援を充実します 

６ 教育の情報化を推進します 

７ 学校における働き方改革を推進します 

８ 児童・生徒の心のサポート体制を充実します 

９ 若者の社会的自立に向けた切れ目のない支援を推進します 



県立学校の教育環境の整備を図ります 
予算額 １０，２３３，４４０千円 

（外に債務負担行為  ３，００９，６５９千円） 

○ 特別支援学校の空調設備の整備 ３９２，１２３千円 

全ての普通教室と特別教室に、計画的に空調設備を整備します。 

整備スケジュール

・２０２０年度の普通教室３室は２０２０年４月設置の豊橋特別

支援学校潮風教室分 

 ・２０１７年度までに整備済みの 759 室（普通教室 540 室、特別

教室 219 室）と合わせて、全ての普通教室・特別教室 1,740 室

に整備 

○ 耐震改修費         ４４７，５９６千円 

武道場の吊り天井の耐震対策について、２０２２年度までの完 

了を目指し、引き続き取り組みます。 

工 事 ２７棟   設 計 ２３棟 

○ 県立学校施設長寿命化推進事業費 

９，３９３，７２１千円 

（外に債務負担行為  ３，００９，６５９千円） 

２０１９年３月に策定した「県立学校施設長寿命化計画」に 

基づく老朽化対策を実施します。 

※ ２０１９年度２月補正予算２，１９０，２６２千円を加える

と、１１，５８３，９８３千円 

工 事 ６７棟   設 計 ５０棟 

トイレの環境改善（床の乾式化、便器の洋式化等） 

【対象】 

普通教室棟、管理棟及び一部の特別教室棟にある 

湿式トイレ 

１３１校 ３１８棟 ２，０９４か所 

【期間】 

 ２０１９年度から２０２３年度の５年間 

【２０２０年度事業内容】 

 工 事 ４５校  ８０棟  ５８６か所 

設 計 ５７校  ７７棟  ５１９か所 

教育委員会財務施設課

整 備 グ ル ー プ

内線３８３５・３８３８

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6765  

2018 2020

普 通 教室 606室 340室 255室 8室 3室

特 別 教室 375室 13室 ― 217室 145室

合 計 981室 353室 255室 225室 148室

工事完了年度 2019

冷房開始時期 2019年夏 2020年夏
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「県立高等学校教育推進実施計画（第２期）」に基づき、 
魅力ある県立高等学校づくりを推進します 

予算額 ２３１，６５６千円 

２０２０年２月に策定した「県立高等学校教育推進実施計画（第２期）」に基づき、魅力ある高等学校づくりを推進します。 

と り ま と め

教育委員会高等学校教育課

教科・定通指導グループ、内線 3903・3904
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6787

１ 城北つばさ高等学校の学科改編    １６，２９１千円 

  さまざまな事情をもつ生徒の社会的な自立を促すために、 

 系統的なキャリア教育を実施 

 ・昼間定時制普通科（３学級） 

→ 本県初の昼間定時制総合学科（４学級５系列） 

 ・実施時期：２０２３年４月 

 ・整備内容（２０２０年度） 新体育館整備に係る基本設計 

２ スクールソーシャルワーカーの配置拡大

２７，４９０千円 

 福祉の知識・技術を有するスクールソーシャルワーカーの

配置を拡大し、生徒の心のサポート体制を充実 

 ・７人 → ８人（知多地区へ追加配置） 

３ 工業高等学校の魅力化（新規）    １３２，６５３千円 

新時代に対応した県立工業高等学校の校名変更と学科改編 

 ・校名変更 １４校 工業高等学校→工科高等学校 

 ・学科改編 

本県初の理工科の設置（１校）  

本県初のＩＴ工学科の設置（４校）  

本県初の環境科学科（４校）・生活コース（８校）の設置

ロボット工学科の拡大（１校→７校） 

 ・実施時期：２０２１年４月 

４ あいちの産業担い手育成（新規）   １０，０２８千円

  地域企業等と連携した先端的・実践的な技術・技能を習得

する事業を実施 

 ・農業：先端農業技術者の育成、ＧＡＰ認証の取得 

（安城農林高等学校） 

 ・林業：スマート林業の担い手育成（田口高等学校） 

 ・水産：６次産業化の担い手育成（三谷水産高等学校） 

 ・商業：地域連携起業家の育成 

 ・家庭：グローバルファッション、ものづくり文化の継承 

・福祉：グローバル介護人材の育成 

５ 「主体的・対話的で深い学び」の視点による授業改善 

                    ４５，１９４千円

学習指導要領改訂の趣旨を踏まえ、「主体的・対話的で深

い学び」の視点による授業改善を推進 

 ・県立高等学校の研究指定（新規） 

 ・アクティブ・ラーニングルームの整備（新規） 

   ２０２０年度 １２校 

 ・プロジェクタの追加整備 

   ２０２０年度 ４５７台追加 
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東三河地域の特色ある県立高等学校づくりを推進します 
予算額 ２９０，５８１千円 

東三河地域の活性化や将来の担い手育成に資するため、地域内の県立高校において、これまでの取組実績を生かした様々
な特色ある学校づくりプロジェクトを推進します。 

と り ま と め

教育委員会高等学校教育課

教科・定通指導グループ、内線 3903・3904
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6787

【豊橋西高校】（2020 年度設置） 

 豊橋市内初の総合学科の開設 

－学科改編による学校の活性化－ 

■校舎改修、備品整備 

 ・設置系列：理数、人文社会、健康スポーツ、 

公共と生活、情報メディア、国際文化

【渥美農業高校】（2020 年度実施） 

 「あつみ次世代農業創出プロジェクト」の推進 

  －田原地域の将来を担う農業後継者の育成－ 

・ＩＴや自然エネルギーを活用したスマート 

＆エコロジーファームの実現 

 ・６次産業化に関する教育課程の開発 

 ・世界品質の農産物生産を目指すための 

ＧＡＰ（農業生産工程管理）認証の取得 

【豊橋工業高校】（2020 年度設置） 

 本県初の「ロボット工学科」の開設 

－ＳＴＲＥＡＭ教育の推進－ 

 ・大学や企業と連携して、小グループごとに 

プロジェクトを立ち上げ、ロボット製作・ 

開発の課題研究を実施 

 ・STREAM 教育・・・Science（科学）、Technology（技術）、

Engineering（工学）、Mathematics（数学）を重点に置いたSTEMに

Robotics（ロボット工学）、Art（芸術・デザイン）を加えた教育 

【新城有教館高校】（2019 年度開校） 

 総合学科に必要な施設の整備 

■総合学科棟の新築（2020 年９月供用開始予定）、備品整備 

 ・設置系列：「文理系」：理数、文科、国際・教養 

「専門系」：食農、園芸、ビジネス創造、生活創造 

【時習館高校】（2020 年度指定） 

 あいちグローバルハイスクールの指定 

 ・「スーパーグローバルハイスクール（SGH）」の指定期間満了

に伴い、新たに県独自の「あいちグローバルハイスクール」 

に指定 
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「愛知・つながりプラン２０２３」に基づき、 

特別支援教育を充実します 
予算額 １，１９９，７３２千円 

（外に債務負担行為 ５，９１６，０６９千円） 

２０１８年１２月に策定した「第２期愛知県特別支援教育推進計画（愛知・つながりプラン２０２３）」に基づき、
特別支援学校の整備を進めるとともに、児童生徒に対する支援体制を強化します。 

１ 西三河南部地区新設特別支援学校建設費 
９６８，７０２千円 

（外に債務負担行為  ５，８４５，２０７千円） 
安城特別支援学校（知的障害）の過大化解消と岡崎特別

支援学校（肢体不自由）への長時間通学の緩和を図るため、
本県初となる知的障害及び肢体不自由の両方に対応する
特別支援学校の開校に向けた建設工事を行います。 
○ 場  所：西尾市須脇町地内 
○ 開校予定：２０２２年４月 

２ 岡崎特別支援学校基本設計費    １０１，６３４千円 
（外に債務負担行為 ２１，４１７千円） 

学習環境の改善や立地上の課題を解消するため、移転
に向けた基本設計を行います。 
○ 現 在 地：岡崎市本宿町 
○ 移 転 先：岡崎市美合町地内（県立農業大学校敷地内） 
○ 開校予定：２０２４年４月 

３ 知多地区聾学校分校整備費（新規）３４，０３４千円 
（外に債務負担行為 ４９，４４５千円） 

知多地区から聾学校に通う幼児児童生徒の長時間通学を
解消するため、聾学校分校設置に向けた基本設計を行います。
○ 場  所：知多郡東浦町大字生路地内 

（県立東浦高等学校敷地内） 
○ 開校予定：２０２３年４月 

４ 名古屋市立守山養護学校施設整備費補助金（新規） 
７９，４７０千円 

名古屋市が行う市立特別支援学校（知的障害）の施設整 
備事業を支援します。 

５ 心豊かな児童生徒育成推進事業費 ６，４８６千円 
児童生徒の心のサポート体制を充実させるため、特別支 

援学校にスクールカウンセラー及びスクールソーシャル 
ワーカーを配置します。 
・スクールカウンセラーの配置       １人継続    
・スクールソーシャルワーカーの配置  １人継続 

６ 就労支援推進事業費             ９，４０６千円 

高等部生徒の就職率の向上を図るため、実習先や就職先

を開拓し、就労につなげる就労アドバイザーを配置します。 
・就労アドバイザーの配置  ３人継続 

＜参考＞ 看護師による医療的ケア実施体制の充実  

医療的ケアが必要となる児童生徒に適切なケアを行うことが

できるよう看護師を増員します。 

・常勤看護師の配置   ７人継続 

・非常勤看護師の配置 ６５人 → ７２人  

と り ま と め

教育委員会特別支援教育課

指導グループ、内線 3932・3933
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6798 
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外国人児童生徒等への学習・就労支援を充実します 

予算額 ３，６０６，４３０千円 

本県は、日本語指導が必要な外国人児童生徒数が全国で最も多く、かつ今後も増加することが予想されることか
ら、日本語指導が必要な外国人児童生徒等への学習・就労支援を充実します。 

６ 若者・外国人未来塾の拡大     １２，５９２千円 
  高校中退者や日本語に不慣れな者等、社会的困難を抱えた若者や 

外国人を対象に、国設置の「地域若者サポートステーション」を始 

めとする関係機関等と連携し、就学や就労に向けた自立支援を行い 

ます。                      

  学習支援実施地域    ７地域（拡大） 

  日本語学習支援実施地域 ３地域（拡大） 

７ 日本語教育適応学級担当教員の配置拡大 

                ３，４７０，３７３千円 
小中学校に在籍する日本語指導が必要な外国人生徒等の学習支援 

を行うため、在籍人数に応じて日本語教育適応学級担当教員を３０ 

人増員します。 

なお、多数在籍校への支援の充実を図るため、現行の配置基準を 

拡大します。 

 配置人数 ５２３人（拡大） 

＜参考＞外国人生徒等選抜を実施する高等学校の拡大 
  外国人生徒等の受検に配慮した入学者選抜を実施する県立高等学 

校を拡大します。 

（２０２０年度入学者に係る入学者選抜から実施） 

  実施校 ９校 → １１校 

１ 語学相談員の派遣          ４０，０６７千円 
外国人生徒等の在籍する小中学校へ語学相談員を派遣し、日本語 

初期指導の補助や母語による生活適応相談などの支援を行います。 

  配置人数 ポルトガル語 ４人、スペイン語 ４人、 

フィリピノ語 ３人 

２ 日本語教育活動に対する支援（新規） ２９，８９３千円 
市町村による「日本語初期指導教室」の運営や、多言語翻訳機等 

のＩＣＴ機器を活用した教育・支援に対して補助を行います。 

  １１市町村 

３ 外国人生徒等教育支援員の配置拡充  ４２，８６６千円 
日本語によるコミュニケーション能力が十分に身に付いていない 

外国人生徒等の学校生活をサポートする教育支援員の配置を拡充し 

ます。 

高等学校（拡充）、特別支援学校（拡充） 

４ 小型通訳機の配備拡充         １，６３８千円 
外国人生徒等が多く在籍する県立学校に対する多言語対応の小型 

通訳機の配備を拡充し、活用効果の検証を図ります。 

高等学校 ３４校（拡充）、特別支援学校 ２校 

５ 就労アドバイザーの配置        ９，００１千円 
  定時制高校の外国人生徒等の正規雇用の就労先を開拓（企業訪問 

等）する「就労アドバイザー」を配置します。          

  配置人数 ３人 

と り ま と め

教育委員会義務教育課

教科指導・人権教育グループ 内線 3915・3939
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6799 
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教育の情報化を推進します
予算額 １,４４９，７１２千円

情報活用能力の育成を図るとともに、学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実を図ります。

〇小学校プログラミング教育推進事業費（新規）４，５７０千円 

情報教育の推進（公立小中学校） 

・ プログラミング教育に対する取組を推進するため、市町村立

小学校の担当教員等に向けた講演会等を実施します。 

〇県立学校情報化推進事業費     １，４４５，１４２千円 

ＩＣＴ教育の推進（県立学校） 

・  授業におけるＩＣＴの効果的な活用 

教員１人１台タブレットの継続配備 （２０１９年度整備）

授業用プロジェクタの追加配備 ４６２台 

（計１，６１６台）

・ ＩＣＴ機器を利用した授業や校内情報ネットワーク管理等 

を支援するため、試行的に県立学校にＩＣＴ支援員を配置 

年間５０回派遣 

と り ま と め 

教育委員会教育企画課 

広報・情報グループ 

内線 ３９２９・３８２１ 

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6806

〔外に２０１９年度２月補正    ２，７８９，８１０千円〕 

〇県立学校校内情報通信ネットワーク整備 

【内容】国の「ＧＩＧＡスクール構想」を実現するため、県立学

校に校内情報通信ネットワークを整備

【対象】県立高等学校 １３４校、県立特別支援学校 ２２校

    （整備済み・移転を除く全県立学校）

〇児童・生徒用端末の整備      

【台数】県立高等学校   ４００台

（ＩＣＴ教育研究実践モデル校１０校×４０台） 

    県立特別支援学校 ８９２台

（小５～中１の児童・生徒に１人１台）

※ＧＩＧＡスクール構想 

 児童生徒１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークを一体的

に整備し、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最

適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる構想 
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学校における働き方改革を推進します 
予算額  ８７，０４１千円

「教員の多忙化解消プラン」に基づき、教員の負担軽減を図り、質の高い教育を持続的に行うための環境を整えます。

「多忙化解消プラン」

具体的な取組の柱 

長時間労働の是正に向けた 

在校時間管理の適正化 

業務改善に向けた 

学校マネジメントの推進 

部活動指導に関わる 

負担の軽減 
業務改善と環境整備に向けた取組 

２０２０年度 

重点取組事業

学校業務改善推進事業費 

◎出退勤時刻記録の電子化 

３３０千円

在校時間管理の適正化と

各教員のタイムマネジメン

トの意識向上を図る。

(県立学校における客観的な

勤務時間把握の試行) 

教員研修ＩＴ化事業費 

◎教員研修のＩＴ化 

５，５４８千円

教員が在校のまま、自

己の都合に合わせて受

講できるｅラーニング

研修を実施し、効率的な

学校運営を推進する。

部活動指導員配置事業費 

部活動指導員配置事業費補助金 

◎部活動指導員の配置拡充 

６７，５２２千円

単独で部活動の指導、大会への

引率等を行う部活動指導員を配

置する。

・高等学校への配置拡充 

  （１２校→２４校） 

・中学校へ配置する市町村への

補助

スクール・サポート・スタッフ配置事業費補助金 

◎スクール・サポート・スタッフの配置促進 

 １０，５１７千円

授業準備など補助的な業務を担うスクール・サポ

ート・スタッフを小中学校に配置する市町村への補

助を行う。 

スクールロイヤー設置事業費 

◎スクールロイヤーの設置（新規） ３，１２４千円

小中学校を対象に法的知見から助言を行うスクー

ルロイヤーを２教育事務所へ配置する。

その他の取組

○メンタルヘルス対策の推進 

臨床心理士による面談相談

を実施し、教員のメンタルヘ

ルス対策を推進する。

○ストレスチェックの実施 

心理的負担を把握するスト

レスチェックを実施する。

○体系的な教員研修の実

施 

研修計画の中に、学校

マネジメントに関する研

修を重点的に位置付け、

教員のキャリアステージ

を見通した体系的な研修

を実施する。

○運動部活動指導者研修の開催 

指導経験の浅い教員を対象に、

部活動の指導上の留意点や技術指

導等に関する研修会を実施する。

○部活動指導ガイドラインの周知徹底

2018 年９月に策定した「部活動

指導ガイドライン」の周知徹底を

図る。 

○専門スタッフの配置 

・スクールカウンセラー

・スクールソーシャルワーカー

・定時制課程単位制教育相談事務員

・語学相談員

・外国人生徒等教育支援員

・就労アドバイザー

・キャリア教育コーディネーター

・部活動専門指導員

・ＩＣＴ支援員

と り ま と め

教育委員会教育企画課

教 育 政 策 グ ル ー プ

内線 ３８１２・３８２１ 

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6827

○教職員定数の充実 小中学校 専任＋９８人、非常勤＋３人
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革のための指導・運営体制の構築のため、教職員を増員する。

○優秀な人材の確保（新規）
教員の仕事や愛知県の教員の魅力について、パンフレット作成やＷｅｂサイトの充実により発信し、教員志願者増を図る。
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児童・生徒の心のサポート体制を充実します 

予算額 ７５１，１１８千円 

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校にスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置し、教育相談体制の

充実といじめ防止対策に取り組みます。 

と り ま と め 

教育委員会義務教育課 

生徒指導・キャリア教育グループ

内線 ３９１４・３９１９ 

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)052-954-6790

○ スクールカウンセラーの設置 

・小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校への配置 
小 学 校 １５２人 中 学 校 ２２５人

小中連携 ７９人 高等学校 ５４人

特別支援学校  １人

・スーパーバイザーの配置 

緊急支援への対応及び学校でのカウンセリング経験

の少ないスクールカウンセラーへの適切な指導・助言

を行うスーパーバイザーの配置を継続します。 
スーパーバイザー  ５人

○ スクールソーシャルワーカーの設置 

・小学校・中学校等へ設置する市町村への補助 

福祉の知識・技術を有するスクールソーシャルワー

カーを設置する市町村へ、設置費の一部を補助します。 
補助率：１／３以内 

補助額：１市町村当たり上限８００千円 

（新規８市町、継続２０市町） 

・高等学校及び特別支援学校への配置 

福祉の知識・技術を有するスクールソーシャルワー

カーの配置を拡大します。 
高等学校 ８人（１人増） 特別支援学校 １人

○ いじめ防止対策の推進 

いじめ防止対策推進法に基づき「愛知県いじめ問題対策委員会」等を設置します。 

○ ２４時間いじめ電話相談の実施 

悩みや不安を抱える児童生徒や保護者等がいつでも相談ができるように、２４時間体制の電話相談を運営します。

○ ネットパトロ－ルの実施 

県立学校を対象に、インターネット上のトラブルを未然に防止するため、ネットパトロールを実施します。 
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教育委員会生涯学習課 

青少年教育・女性指導者支援グループ

内 線  3 9 4 3・ 3 9 4 5

（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）052-954-6749

若者の社会的自立に向けた切れ目のない支援を推進します 

予算額 ３９６，８２６千円

小学生、中学生等を対象とした「放課後子ども教室」や「地域未来塾」の拡大を支援するとともに、義務教育終了後の

無料の学びの場「若者・外国人未来塾」の実施地域を拡大します。 

１ 放課後子ども教室推進事業費 ３６２，８６６千円  

子供たちに、学習や様々な体験・交流活動の機会を定期 

的・継続的に提供する「放課後子ども教室」を拡大します。 

（４３７教室 → ４４３教室） 

２ 地域学校協働本部推進事業費  ２１，３６８千円 

中学生等を対象に、原則無料の学習支援を行う「地域未 

来塾」を拡大します。（６４校区 → ６８校区） 

３ 若者・外国人未来応援事業費  １２，５９２千円 

中学校卒業後の進路未定者や高等学校中退者等、困難を抱えた子供の社会的自立を目指して、地域若者サポートステーション等と連携し、

学校教育から切れ目のない就学や就労に向けた学習支援及び相談・助言を行います。 

（１）若者・外国人未来塾

・高等学校卒業程度認定試験の合格等に向けた学習支援の実施地域を拡大します。 

５地域 → ７地域（名古屋・豊橋・豊田・春日井・半田・一宮（新規）・蒲郡（新規）） 

・外国人に対する日本語学習支援を拡大します。 

 １地域 → ３地域（名古屋・豊橋（新規）・豊田（新規）） 

（２）若者サポートネットワーク事業

若者未来応援協議会を設置し、学識経験者の助言のもと、関係機関と連携した相談・支援体制を整備します。 
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